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2018年 4月 2日号 

調査情報部  

今週の見通し 

先週の東京市場は、値動きの荒い展開となった。前週末のNY株安を受けて続落で始まったものの、米中貿易

摩擦懸念の後退で大きく切り返した。その後、米ハイテク株安を背景に大幅反落となったが、円安をきっかけに

再び切り返し、期末の権利・配当落ち分を週末には埋め戻した。ハイテク、金融株などが冴えない一方、小売り、

医薬品などディフェンシブ銘柄がしっかりだった。また、IPO 銘柄は初値買い人気が続いた。米国市場は、米中貿

易摩擦懸念が後退したものの、フェイスブックの個人情報不正利用問題やウーバーの自動運転車死亡事故の

影響拡大が重石となり、もみ合いの展開となった。為替市場でドル円は、リスク回避姿勢の後退を背景に円が売

られ、約 2週間ぶりに 1 ドル 106 円台後半を付けた。ユーロ円もドル円の流れを受けて、1ユーロ 131円台後半

まで円が売られた。 

今週の東京市場は、下値固めの展開となろう。名実ともに新年度相場入りとなり、外部環境の不透明感が幾

分解消されるとみられるものの、期初特有の売り物に上値を抑えられやすい状況となろう。一方で、円高一服を

背景に業績期待の高まりや出遅れ修正の動きから、下値も限定的となろう。米国市場は主要経済指標の発表を

控えて、長期金利や為替動向を睨みつつ、やや神経質な展開となろう。また、通商政策や朝鮮半島情勢を巡っ

てリスクが高まる可能性も否定できず、注意が必要か。為替市場でドル円は円売りポジションの巻き戻し一巡な

どから、円がやや弱含みとなり、1 ドル 107 円台に円安が進もう。ユーロ円は経済指標を睨みつつ、1 ユーロ 130

円～132円のレンジとなろう。 

今週、国内では 2日＇月（に 3月の日銀短観、6日(金)に 2月の家計調査、毎月勤労統計、景気動向指数が発

表される。一方、海外では 2日に 3月の米 ISM製造業景況指数、3日(火)に 3月の米新車販売、4日(水)に 2月

のユーロ圏失業率、3月の米 ISM非製造業景況指数、5日(木)に 2月の米貿易収支、6日に 3月の米雇用統計

が発表される。 

テクニカル面で日経平均は先週、一時割り込んでいた 52週線(20976円：30日現在)や 12か月線(21077円：

同)を回復して終わった。これらの長期移動平均線を維持できれば、上昇トレンドは継続しよう。さらに 6か月線

(22353円：同)を上回れば、再び年初来高値を目指す動きとなろう。足元では200日線(21329円：同)に頭を抑えら

れたが、1月 23日高値を起点とした下降トレンドライン(21445円付近：同)をブレイクすれば、トレンド転換の可能

性が高まろう。一方、これらを上回れないと、3月 26日安値＇20347円（を再び試す可能性が出て来よう。 

 (大谷 正之)  
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各種指数の推移 ＇Bloombergデータより証券ジャパン調査情報部が作成（ 
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☆3月安値が 2月安値より上位でテクニカル的に好位置にある主な銘柄群 

日経平均は 3月 26日に一時 20347円まで下落し、直近の安値を大幅に割り込んで年初来安値を更新した一

方、個別では 3月の安値が 2月の安値を上回り、下値切り上げる銘柄が存在している。テクニカル的に見て株価

が好位置で、かつ業績好調、取組良好な銘柄も散見され、中期スタンスで注目したい。       ＇野坂 晃一（  

 

投資のヒント 
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三井化学＇4183･東 1（ 

18 年 3月期第 3 四半期(4－12 月)業績は売上高が前

年同期比10.3％増の9598.2億円、営業利益が同5.7％増

の 757.4 億円。モビリティセグメントはエラストマーや機能

性コンパウンドが海外を中心に自動車用部品関連材料

向けに需要が拡大したほか、ICT 関連用途も伸び、増収

増益。ヘルスケアセグメントは歯科材料に期ずれがあっ

たものの、ビジョンケア材料や不織布の販売が堅調で増

収となったが、営業利益はほぼ横ばい。また、F&Pセグメ

ントはコーティング・機能材、機能性フィルム・シートなど

が堅調で増収となったものの、原材料価格の上昇や研

究開発費の増加で微減益。基盤素材セグメントではナフ

サクラッカーの高水準の稼働率に加え、ポリエチレンや

ポリプロピレンの国内需要も好調で、フェノールの事業構

造改善効果もあり、増収増益。会社側ではモビリティの販

売好調に加え、基盤素材の高稼働率などを背景に、通期

計画の売上高を従来計画比 650 億円、営業利益を同 20

億円引き上げた。19 年 3 月期もモビリティの拡大が見込

まれるほか、高付加価値品の伸びも業績をけん引しよう。

また、子会社化した試作・設計大手のアークによる自動

車分野の提案力強化で、競争力強化が図られよう。＇大谷 正之（ 

 

太平洋セメント＇5233･東 1（ 

18年 3月期第 3四半期＇4－12月（の営業利益は前年

比 10.1％増の 468.83億円。国内事業が石炭価格、電気

代、物流コストの上昇や公共事業の減速などで国内の

セメント出荷の伸び悩みから想定以下となったものの、

海外事業は市況の回復と出荷数量の増加などで好調な

米国事業、減価償却費の減尐などが寄与した中国事業

が堅調であり、苦戦した東南アジアをカバー、全社では 2

桁の営業増益を確保した。通期会社計画の営業利益は

670億円。ただ、進捗率、国内のセメント需要の動向など

から若干高いハードルに見える。尤も、19/3期は、東京

五輪関連需要の本格化、首都圏再開発の活況などで国

内セメント需要の回復が期待される他、セメントの値上

げ効果、買収効果とインフラ投資の活発化が予想される

米国事業の好調が続くと見込まれ、18年 3月期比＇推（

で営業増益が見込まれよう。なお、遅れているセメントの

値上げは 4月からある程度浸透しそうだ。原燃料価格の

上昇は厳しく、各社が揃って値上げを打ち出しているた

め。＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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日本バルカー工業＇7995･東 1（  

18年 3月期第 3四半期(4－12月)業績は売上高が前

年同期比 9.8％増の 351.6億円、営業利益が同 39.0％増

の 40.4億円となった。主力のシール製品事業では半導

体製造装置など先端産業市場向けの伸長に加え、機器

市場やプラント市場向けに収益拡大策が奏功し、セグメ

ントの売上高は前年同期比 15.0％増、営業利益は同

73.1％増と好調だった。一方、機能樹脂製品事業は機

器・プラント市場向けに好調で売上高は同 8.4％増となっ

たものの、原材料価格の上昇や M&Aに伴うのれん償却

で、営業利益は同 37.9％減となった。会社側では第 3四

半期までの好調を背景に、通期見通しを売上高で 5億円、

営業利益で 2億円、上方修正した。19年 3月期もシール

製品が半導体製造装置向けに好調が続くとみられるほ

か、プラント向けも国内での設備改修需要の増加が追い

風となり、修繕用途を中心に伸びが見込まれよう。10期

ぶりの最高益となる見込みの 18年 3月期に引き続き、

連続最高益が期待される。なお、今年 10月 1日付で

「(株)バルカー」に社名変更予定。＇大谷 正之（ 

 

その他  
 
ＵＴグループ＇2146（ 
全国に拠点や社宅を整備しており、無期雇用の社員を全国にまとめて展開できることが強み。特に、2016年からは
採用機能を本社に集約し、採用力と効率が大幅にアップ、高単価の大規模派遣にも対応可能な好循環となっている。
2018年 3月期通期の業績予想を 2月に上方修正。製造業における人手不足や労働派遣法の改正を背景に無期雇
用派遣への需要が増加していることから、今後も売上高の高成長が期待される。特に新しく派遣を開始した自動車
分野では 500人、1,000人単位での派遣需要が旺盛で、高単価・大口ロットの自動車分野へと取引の集約を進めて
いくことで、利益率のアップも見込まれる。なお、営業利益率を将来的に 8％にまで高めていく方針を示している。 
 
パピレス＇3641（ 
インフォコム＇4348（が同社株を発行済株式数の 9.83％＇96万 9500株（を取得し、インフォコムの子会社であるア
ムタスと今後の協業の可能性に向けて協議中にあると発表した。アムタスは「めちゃコミック」を運営しており、協
業が実現すればシナジー効果は大きそうだ。 
 
出光興産＇5019（ 
第 5次中期経営計画を発表。国内需要の減尐による石油及び石油製品のマージンの低下、石炭価格の下落な
どの影響を保守的に見たものの、石油事業の構造改革、成長分野での収益拡大により、2020年度の営業利益
の目標値は過去最高益を見込む 2017年度比横ばいの 2030億円とした。成長分野では有機 EL材料に注力。韓
国 LGや中国 BOEなどディスプレーメーカーとの関係強化やメルクや東レなどの有機 EL材料メーカーと戦略的
に提携、2020年度には 400億円規模の売上が期待されよう。 
 
ディップ＇2379（ 
昨年8月にアルバイトの求人情報サイト「バイトル」を約5年振りに大幅なリニューアルを実施。また、昨年11月には
働いた分の給料を給料日まで待たずに受け取れるサービス「ほぼ日払い君」を展開する BANQを子会社化した他、
就業前に実際の仕事を体験出来る「しごと体験」と職場を見学できる「職場見学」という機能を 3月 5日から追加。 
 
コスモス薬品＇3349（ 
既存店売上高＇前年比（は昨年 12月：+3.7％、1月：+5.5％、2月：+4.1％と堅調に推移。  

                             ＇増田 克実（ 

今週の参考銘柄 
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＜国内スケジュール＞ 

４月２日＇月（ 

３月日銀短観＇８：５０（ 

３月、１７年度の新車販売＇１４：００、自販連（ 

４月３日＇火（ 

３月マネタリーベース＇８：５０、日銀（ 

３月日銀短観「企業の物価見通し」＇８：５０（ 

上場  ブティックス<9272>マザーズ 

４月４日＇水（ 

上場  ビープラッツ<4381>マザーズ 

４月５日＇木（ 

３月、１７年度車名別新車販売＇午前１１時、自販連（ 

生活意識に関するアンケート調査＇午後１時半、日銀（ 

４月６日＇金（ 

２月家計調査＇８：３０、総務省（ 

２月毎月勤労統計調査＇９：００、厚労省（ 

２月景気動向指数＇１４：００、内閣府（ 

４月８日＇日（ 

京都府知事選投開票 

 

＜国内決算＞ 

４月２日＇月（ 

15:00～  しまむら<8227> 

15:00～  【2Q】ナガイレーベ<7447> 

時間未定 【1Q】象印<7965> 

【3Q】クリエイトＳＤＨ<3148>、ＷＮＩウェザー<4825> 

４月３日＇火（ 

時間未定 西松屋チェ<7545> 

【1Q】キユーピー<2809> 

【2Q】ライトオン<7445> 

４月４日＇水（ 

時間未定 アダストリア<2685>、東京個別<4745> 

４月５日＇木（ 

15:00～  ハイデ日高<7611> 

時間未定 サンエー<2659>、７＆ｉ ＨＤ<3382>、平和堂<8276>、ダイセキ<9793> 

【1Q】不二越<6474> 

４月６日＇金（ 

15:00～  オンワードＨＤ<8016> 

時間未定 壱番屋<7630> 

【2Q】マニー<7730> 

【3Q】サカタタネ<1377>、パソナ<2168> 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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＜海外スケジュール・現地時間＞ 

４月２日＇月（ 

中  ３月財新・製造業ＰＭＩ 

米  ３月ＩＳＭ製造業景況指数 

米  ２月建設支出 

休場  独、仏、スイス、ベルギー、伊、ノルウェー、オランダ、スペイン、ギリシャ、ポーランド、ハンガリー、 

ブラジル、香港、フィリピン、豪、ＮＺ、メキシコ、コロンビア、南ア＇イースターマンデー（ 

４月３日＇火（ 

米  ３月新車販売 

ＡＳＥＡＮ財務相・中央銀行総裁会議、関連会合＇６日まで、シンガポール（ 

米・バルト３国首脳会談＇ワシントン（ 

４月４日＇水（ 

欧  ２月ユーロ圏失業率 

欧  ３月ユーロ圏消費者物価 

米  ３月ＡＤＰ全米雇用報告 

米  ２月製造業受注 

米  ３月ＩＳＭ非製造業景況指数 

ロシア・トルコ・イラン首脳会談＇イスタンブール（ 

休場  台湾＇こどもの日（ 

４月５日＇木（ 

欧  ２月ユーロ圏小売売上高 

米  ２月貿易収支 

休場  中国、香港、台湾＇清明節（ 

４月６日＇金（ 

独  ２月鉱工業生産 

米  ３月雇用統計 

米  ２月消費者信用残高 

休場  中国、台湾＇清明節（、タイ＇チャクリ朝記念日（、ギリシャ＇聖金曜日（ 

 

  ＜海外決算・現地時間＞ 

特になし 

＇東 瑞輝（ 

タイムテーブルと決算予定＇予定は変更になる場合があります（ 
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投資にあたっての注意事項 

●手数料について 

○国内金融商品取引所上場株式の委託取引を行う場合、一取引につき対面取引では約定代金に対して最大

1.2420％（税込）（但し、最低 2,700 円（税込））の委託手数料をご負担いただきます。また、インターネッ

ト取引では、「約定毎手数料コース」においては、1 取引の約定代金が 100万円以下の場合は１取引につき 540

円（税込）、1取引の約定代金が 100 万円超の場合は 1取引につき 1,080円（税込）の委託手数料をご負担い

ただきます。「1日定額コース」においては、1日の約定代金 300万円ごとに 1,620 円（税込）の委託手数料

をご負担いただきます。 

募集等により取得する場合は購入対価のみをお支払いただきます。 

※1日定額コースは、取引回数（注 1）が 30回以上の場合、現行の手数料に加えて 21,600円（税込）の追加

手数料を加算させていただきます。（注 2） 

 注 1取引回数＝約定に至った注文の数 

 注 2複数市場へのご注文は市場ごとに 1 回の注文となります。 

○外国金融商品取引所上場株式の外国取引を行う場合、売買金額（現地約定代金に買いの場合は現地諸費用を

加え、売りの場合は現地諸費用を差し引いた額）に対して最大 1.2960％（税込）の取次手数料をご負担いた

だきます。 

○非上場債券（国債、地方債、政府保証債、社債）を当社が相手方となりお買付けいただく場合は購入対価の

みをお支払いいただきます。 

○投資信託の場合は銘柄ごとに設定された販売手数料及び信託報酬等諸経費等をご負担いただきます。 

○外貨建て商品の場合、円貨と外貨の交換、または異なる外貨間の交換については、為替市場の動向に応じて

当社が決定した為替レートによります。 

●リスクについて 

○株式は、株価変動による元本の損失を生じるおそれがあります。また、信用取引を行う場合は、対面取引に

おいては建玉金額の 30％以上かつ 100 万円以上、インターネット取引においては建玉金額の 30％以上かつ

30 万円以上の委託保証金の差し入れが必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うことが

できることから、損失の額が多額となり差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。外国株式の

場合、為替相場によっても元本の損失を生じるおそれがあります。 

○債券は、金利水準の変動等により価格が上下することから、元本の損失を生じるおそれがあります。 

外国債券は、金利水準に加えて、為替相場の変動により元本の損失を生じるおそれがあります。 

○投資信託は、銘柄により異なるリスクが存在しており、各銘柄の組入有価証券の価格の変動により元本の損

失を生じるおそれがあります。各銘柄のリスクにつきましては目論見書等をよくお読み下さい。 

●お取引にあたっては、開設された口座や商品ごとに手数料等やリスクは異なりますので、上場有価証券等書

面、契約締結前交付書面、目論見書、お客様向け資料等をよくお読みへ下さい。これら目論見書等、資料の

ご請求は各店の窓口までお申出下さい。 

●銘柄の選択、投資に関する最終決定はご自身の判断でお願いいたします。 

●本資料は信頼できると思われる情報に基づいて作成したものですが、その正確性、完全性を保証したもので

はありません。本資料に示された意見や予測は、資料作成時点での当社の見通しであり今後予告なしに当社

の判断で随時変更することがあります。また、本資料のコンテンツ及び体裁等も当社の判断で随時変更する

ことがあります。 

2018 年 3 月 30 日現在、金融商品取引所の信用取引の禁止措置等の規制銘柄は当レポートより除外しており

ます。今後、金融商品取引所等により新たな規制が行われる可能性があります。 

●当社の概要 

商号等：株式会社証券ジャパン 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第 170 号 

加入協会：日本証券業協会 

 

 コンプライアンス推進部審査済 2018年 3月 30日 


